
日 時 ： 2017年3月 17日（金）　13：00～16：45（開場 12：30）

会　　　場 ： 新日本法規出版株式会社 札幌支社 3F会議室
　　　　 　 〒060-8516 札幌市中央区北1条西 7-5

申 込 先 ： webサイトよりお申し込みください。 
　　　　　http://www.westlawjapan.com/event/seminar/170317.html

定 　　員 ： 40名
　　　　　　※申込み多数の場合は、抽選の上、抽選結果をご登録の
　　　　　　　メールアドレスにお送りします。

参 加 費 ： 無料
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※本セミナーは、企業の法務・知財部門のご責任者ならびに実務ご担当者を対象としています。個人のお客様や同業者（社内弁護士を除く）の方につきましては
　ご参加をお断りしますので、予めご了承ください。
※講演レジュメは、お一人様 1部、講演参加者にのみ配布いたします。万一ご欠席された場合はお渡しできません。

TMI総合法律事務所&新日本法規出版&ウエストロー・ジャパン共催セミナー
「完全施行前に絶対に押さえておきたい、改正個人情報保護法・
  政令・規則・ガイドラインの主要ポイント一挙解説」
講師　TMI総合法律事務所  弁護士　白石 和泰 / 野呂 悠登
平成27年9月9日、改正個人情報保護法が公布されましたが、最近になって、平成29年5月30日の完全施行を目指して改正法の施行準備が進み、
ようやく政令、委員会規則、ガイドラインが出揃いました。
しかし、個人情報保護法の改正項目は多岐にわたり、また、内容も難解なものが含まれており、法令やガイドラインをただ読んでいるだけでは、よく
理解できないところも多いかと思います。
そこで、本セミナーでは、施行前に絶対に押さえておきたい、改正個人情報保護法の主要なポイントを、政令・規則・ガイドラインの内容を踏まえて
解説させていただきます。
また、本セミナーにおいては、法律の改正内容だけではなく、企業の実務担当者様向けに、個人情報保護法の改正を受けて、具体的に社内において
どのようなタスクがあり、どのように対応すべきなのか（例：社内規程、プライバシーポリシー、業務フロー、契約等の改定など）をそれぞれの改正
項目ごとに一挙に解説いたします。



ウエストロー・ジャパン株式会社は、新日本法規出版株式会社とトムソン・ロイターの合弁会社です。

ウエストロー・ジャパン株式会社
商品詳細：www.westlawjapan.com  お問い合せ：info@westlawjapan.com　0120-100-482（月～金9:00～18:00）
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＊プログラム構成・内容は変更となる場合があります。予めご了承ください。

プログラム 

13：00～14：15  改正個人情報保護法の概要説明、ガイドライン等を踏まえた改正個人情報保護法の詳細説明①

14：15～14：25 コーヒーブレイク

14：25～15：25 ガイドライン等を踏まえた改正個人情報保護法の詳細説明②

15：25～15：30 休憩

15：30～16：30 実務上の留意点

16：30～16：45 質疑応答

TMI総合法律事務所
弁護士　白石 和泰（しらいし かずやす）
96年早稲田大学政治経済学部卒業。98年司法書士試験合格。03年弁護士登録。第二東京弁護士会情報公開・個人情報保護委員会委員。13年
米国ワシントン大学ロースクール（知的財産法コース）卒業。13年9月から14年5月まで、ワシントン州シアトルのDorsey&Whitney LLP及び
Bracewell LLPにて研修。14年7月から15年3月まで、外務省経済局政策課（日本企業支援室）にて、専門員として、日本企業の海外進出支援、法曹
の海外展開プロジェクト等を担当。16年1月よりTMI総合法律事務所パートナー。5年超に亘る大手電気通信事業者での駐在経験もあり、国内・
海外紛争対応をはじめ、個人情報保護法やサイバー（情報）セキュリティに関する法令を含むIT・情報・通信関連法、景表法等の消費者関連法、
契約法務をはじめとする一般企業法務、リスクマネジメント、M&A、労働等に関する法務等、幅広い分野を取り扱っている。

弁護士　野呂 悠登（のろ ゆうと）
1 1年東北大学法学部、13年東京大学法科大学院卒業。15年弁護士登録。東京大学法科大学院未修者指導講師。個人情報保護法、マイナンバー
法を含むI T・情報関連法に関する法務や、知的財産に関する紛争を主に取り扱っている。また、改正個人情報保護法については、セミナーや
執筆を多数担当している。


